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（３）推計結果の比較 

－パターン１・２では、人口が令和 17（2035）年頃から本格的な減少局面に移行－ 

 国立社会保障・人口問題研究所の推計に準拠したパターン１、パターン１にて合計特殊出生率

が令和 22（2040）年までに人口置換水準程度まで上昇すると仮定した場合のシミュレーション

１、シミュレーション１に加え移動がゼロになることを仮定した場合のシミュレーション２、

コーホート変化率法による独自推計のパターン２の推計結果を比較すると、パターン１・２で

はいずれも令和 12（2030）年頃から人口が本格的な減少局面に移行すると予測されています。

【図表３－１－５】 

図表３－１－５ 将来推計人口の比較 
注１）パターン１、シミュレーション１・２は国勢調査、パターン２は住民基本台帳に基づく推計値。 

２）パターン１、シミュレーション１・２は令和３（2021）年以降、パターン２は令和４（2022）年以

降が推計値。 
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２ 人口の減少段階の分析 

－独自推計によると、令和 37（2055）年頃には老年人口が 

減少段階に移行すると予測－ 

 人口の減少は、一般的に「第１段階：老年人口（65 歳以上）の増加（総人口の減少）」、「第２

段階：老年人口の維持・微減」、「第３段階：老年人口の減少」の３つの段階を経て進行すると

されています。 

 パターン２の独自推計の結果に基づき、今後の本町における人口の減少段階を整理すると、令

和 22（2040）年頃までは老年人口が一貫して増え続ける第１段階、その後、令和 32（2050）年

頃までは第２段階で推移した後、令和 37（2055）年頃からは第３段階に移行すると予測されま

す。【図表３－２－１】 

図表３－２－１ 平成 27（2015）年の人口を 100 とした場合の指数の推移 
（パターン２：独自推計） 
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３ 人口の将来展望 

（１）目指すべき将来の方向 

①今後のまちづくりの主要課題                             

前項までの人口の動向分析や将来人口の推計結果等を踏まえ、人口減少の克服と地域の活性化

に向けた今後のまちづくりの主要課題は、以下のとおり整理できます。【図表３－３－１】 

図表３－３－１ 人口の動向分析や将来人口の推計結果からみた主要課題 

１）人口の動向分析 

 平成３（1991）年以降の推移を５年毎にみると、総人口は一貫して増え続けているものの、増加

人口は平成２（1990）年から平成７（1995）年の 5,195 人（増加率21.1％）をピークに縮小傾向で

推移しており、平成 27（2015）年から令和２（2020）年では 241人（増減率 0.7％）となっていま

す。 

 平成 12（2000）年の年齢階層別人口を 100 とした場合の指数の推移を５年毎にみると、年少人口

（０歳から 14 歳）は平成 17（2005）年以降、一貫して減少傾向で推移し、令和２（2020）年で

は 89、また、生産年齢人口（15 歳から 64 歳）は、平成 17（2005）年を境に減少傾向に転じ、令

和２（2020）年では 96 となっています。 

 一方、老年人口（65 歳以上）は一貫して増え続け、かつ年を経るごとに増加幅が拡大傾向にあり、

令和２（2020）年では 217、また、75 歳以上人口がこれを上回る 247 に上昇しているなど、少子

高齢化の進展が顕著となっています。 

 平成 23（2011）年以降、自然増減（出生者数と死亡者数の差）は、高齢化の進展等を背景に死亡

者数が増加傾向で推移していることから、平成 28（2016）年以降はマイナス傾向が続いています。

また、社会増減（転入者数と転出者数の差）は、概ね一貫して転入者数が転出者数を上回る転入

超過が続いていたものの、平成 27（2015）年を境に縮小傾向に転じています。 

 製造業の産業中分類別の構成比をみると、平成 26（2014）年７月１日現在、日本一の生産量を誇

る靴下製造業が含まれる「繊維工業」が事業所数では 57.4％（151 事業所）、従業者数でも 48.7％

（1,218 人）と突出しているほか、「プラスチック製品製造業」がこれに次いでおり、本町の製造

業は地域に根差した地場産業によって支えられていることが分かります。 

 

２）将来人口の推計結果 

 本町が統計的手法により、独自に将来人口を推計した結果によると、今後、総人口は令和８（2026）

年頃を境に本格的な減少局面に移行すると予測されています。また、人口の減少幅は、年を経る

ごとに拡大し、総人口は令和 27（2045）年頃には３万人台を割り込むと予測されています。 

 年齢階層別にみると、年少人口（０歳から 14歳）は、令和８（2026）年頃から実数及び総人口に

占める割合（構成比）が 75 歳以上人口を下回ると予測されているのに対し、75 歳以上人口は概

ね一貫して増え続け、令和 27（2045）年頃には総人口に占める割合が 20.5％に上昇し、約５人に

１人を占めると予測されています。 

 

３）人口の変化が地域に与える影響 

 生産年齢人口（15 歳から 64 歳）の減少は、歳入の根幹をなしている個人住民税の減少を招く一

方、子育て支援や高齢者福祉等に係る扶助費の増加により財政の硬直化が進み、今後さらに多様

化・高度化していくと見込まれる行政需要の変化への柔軟な対応が困難となる可能性があります。 

 地域住民の高齢化や世帯数の減少によって、コミュニティ機能の弱体化や公共交通の利便性の低

下、さらに地域住民の日常生活に密着したサービス業の衰退を招き、それが地域の経済社会の活

力をさらに損なう負の連鎖を引き起こす可能性があります。 
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４） 今後のまちづくりの主要課題 

 より多くの人たちが次世代のまちづくりを担う子どもたちを安心して産み育て、本町で子育てを

する幸せを深く実感するとともに、子どもたちが将来に向って心身ともに健康でたくましく成長

を遂げることができるよう、妊娠・出産から子育て期に至るまで切れ目のない支援の充実に取り

組む必要があります。 

 町内外からより多くの人・モノ・お金を町内へと引き込み、地域経済の活力の増進を図るため、

雇用の場としても財源確保の機会としても重要な地域産業の振興に努めるとともに、高い訴求力

を伴ったプロモーション戦略を積極的に展開する必要があります。 

 子どもから高齢者に至るまで、誰もが将来にわたり安全・安心で快適な暮らしを続けられるよう、

地域公共交通網の維持・確保や既存の公園施設の適正な維持管理、防災・防犯面の機能強化など、

ハード・ソフトの両面から日常生活に欠かせない諸機能の維持・向上に努める必要があります。 

 

②目指すべき目標                                           

 

 

 

 人口減少と少子高齢化の進展による負の影響を最小限に食い止めるために、若い世代が町

内で安心して子どもを産み育てることができる環境を整え、次世代を担う子どもが輝ける

まちを目指します。 

 

 

 

 地域の中でより活発な経済循環が生み出されるようにするため、既存産業の経営基盤の安

定化や競争力の強化を支援するとともに、新規事業創出・起業支援等を通じて、町外から

多くの人を呼び込み地域が活性化するまちを目指します。 

 

 

 

 だれもが住み慣れた地域の中でいつまでも安全・安心にくらし続けることができるよう、

交通弱者の増加、公園施設の老朽化、犯罪・災害等の様々な地域課題に対応し、生活基盤

が充実したまち・誰もが安全・安心して暮らせる充実したまちを目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標Ⅲ 生活基盤が充実したまち・誰もが安全・安心して暮らせる充実したまち 

目標Ⅱ 地域が活性化するまち 

目標Ⅰ 次世代を担う子どもが輝けるまち 
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（２）人口の将来展望 
本項では、シミュレーション２の将来人口の推計結果をベースとして、令和３（2021）年８月

31 日時点の住民基本台帳人口に基づき「コーホート要因法」による推計のもと、広陵町が目指す

べき将来人口を展望しています。「コーホート要因法」とは、出生・死亡・移動に関する将来の

仮定値を設定し、将来人口を推計する方法です。推計に用いる具体的な前提条件は以下のとおり

です。 

① 仮定値の設定                                     

 合計特殊出生率が令和 22（2040）年までに人口置換水準程度（2.10）程度まで上昇すると

仮定しています。推計に用いた合計特殊出生率の仮定値は以下のとおりです。【図表３－３

－３】 

図表３－３－３ 合計特殊出生率（推計用の仮定値） 
令和４年 

(2022 年) 

令和 8年 

(2026 年) 

令和12年 

(2030 年) 

令和17年 

(2035 年) 

令和22年 

(2040 年) 

令和27年 

(2045 年) 

令和32年 

(2050 年) 

令和37年 

(2055 年) 

令和42年 

(2060 年) 

1.45 1.59 1.59 1.85 2.10 2.10 2.10 2.10 2.10 

 

② 純移動率                                     

 転出と転入の差である移動（純移動率）がゼロ（均衡）になると仮定し、令和４（2022）年

から令和 42（2060）年までその値が一定と仮定します。【図表３－３－４】 

図表３－３－４ 合計特殊出生率と純移動率の組合せ 

 ①合計特殊出生率 ②純移動率 

将来展望 

合計特殊出生率が令和 22（2040）
年までに人口置換水準程度（2.10）
程度まで上昇すると仮定。 

移動（純移動率）がゼロ（均衡）に
なると仮定し、令和４（2022）年か
ら令和 42（2060）年までその値が一
定と仮定。 
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 ③人口の将来展望                                     

 Ｐ48 の仮定を基に算出された人口の将来展望では令和 42（2060）年において人口３万人台

が維持されます。【図表３－３－５・６】 

 本書Ｐ47 に掲げた「目指すべき目標」に向けて子育て支援施策、定住施策、雇用施策等の

人口対策を着実に推進し、20～39 歳の若年人口を中心により多くの人々から「住み続けた

い・住んでみたい」と選ばれる魅力のあるまちの実現を目指すことで、令和 22（2040）年

までに合計特殊出生率 2.10 を達成するとともに、純移動率を均衡（ゼロ）させ令和 42（2060）

年において人口３万人台が維持されることを将来展望として設定します。 

図表３－３－５ 人口の将来展望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３－３－６ 将来人口推計との比較 

注１）パターン１、シミュレーション１・２は国勢調査、パターン２・３は住民基本台帳に基づく推計値。 

２）パターン１、シミュレーション１・２は令和３（2021）年以降、パターン２・将来展望は令和４（2022）

年以降が推計値。 
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④人口の将来展望の推移                                   

 人口の将来展望について令和４（2022）年～令和 12（2030）年の推移を４年ごとに、令和 12

（2030）年以降の推移を５年ごとにみると、今後、総人口は令和８（2026）年頃を境に減少

局面に移行すると予測されています。【図表３－３－７から９、以下同様】 

 ただし令和８（2026）年から令和 17（2035）年の 757 人（2.2％）減に対し、令和 17（2035）

年から令和 27（2045）年の 1,217 人（3.6％）減と、減少幅の拡大は緩やかに推移し、総人

口は令和 42（2060）年で３万人台が維持されます。 

 年齢階層別にみると、年少人口（０歳から 14 歳）は令和４（2022）年から令和 12（2030）

年は減少傾向で推移するものの、令和 12（2030）年から令和 27（2045）年は 379 人（8.3％）

増と増加傾向に転じます。その後は令和 32（2050）年以降は減少傾向に転じるものの、令和

32（2050）年から令和 37（2055）年で 684 人（2.1％）減に対し、令和 37（2055）年から令

和 42（2060）年で 807 人（2.6％）減と、減少幅の拡大は緩やかに推移します。 

 生産年齢人口（15 歳から 64 歳）は令和８（2026）年以降、減少傾向が続くものの、令和 37

（2055）年から令和 42（2060）年は 102 人（0.6％）増と、令和 37（2055）年以降は微増傾

向に転じます。 

図表３－３－７ 人口の将来展望の推移 
（各年８月 31 日現在） 
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図表３－３－８ 人口の将来展望（実数）の推移 
（各年８月 31 日現在） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表３－３－９ 人口の将来展望（構成比）の推移 

（各年８月 31 日現在） 
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